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以下の訂正事項は、いずれも引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文
の論旨や内容に抵触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。







決め手～」『法律文化』第 269 巻、東京リーガルマインド、2007 年 3 月、p.6。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。









『レファレンス』2007 年 2 月、p.144。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。










訂 正 を 認 引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
めた理由 触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。












訂正箇所 p.20 の脚注 63
訂正内容 記述を以下のように変更します。
｢中国では、1980 年代から国有企業改革の一環として、一部の企業を対象に株

























訂正箇所 p.28 脚注 72
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「朝鮮特需は、朝鮮戦争(1950 年 6 月～1953 年 7 月)に伴う特殊需要である。当
時、日本はアメリカ軍を中心とする国連軍の基地となり、物資の調達や兵器の修














）2001 年 2 月 1 日の記事を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。




訂正箇所 p.30 脚注 82
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「 経 済 協 力 開 発 機 構 （ Organization for Economic Cooperation and
Development、略称 OECD）は第２次大戦後、欧州の復興、経済協力を推進して
きた OEEC（欧州経済協力機構）を途上国援助問題など新たに生じた世界の経済
情勢変化に適合させるため改組、1961 年 9 月 30 日に発足した機構である。詳し
くは（日本経済新聞社『2008 年版経済新語辞典』2007 年）、p.721 を参照された
い。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。




訂正箇所 p.30 脚注 84
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「三菱自動車工業株式会社は、三菱財閥の創業 100 年に当たる 1970 年、三菱重
工業の自動車部門が分離・独立してきた。以下三菱自動車。荒木功・斎藤良太「三
菱ふそう前会長ら逮捕 うそ重ね“人災”招く」『毎日新聞』2004 年 5 月 7 日大阪
朝刊、p.3。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。











訂 正 を 認 引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
めた理由 触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。










訂正箇所 p.42 脚注 134
訂正内容 記述を以下のように変更します。









訂正箇所 p.42 脚注 141
訂正内容 記述を以下のように変更します。




















訂正箇所 p.53 の 6 行目から 8行目まで






『社会文化研究』第 26 巻、2000 年 12 月、p.172 を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。















訂正箇所 p.68 脚注 205
訂正内容 記述を以下のように変更します。





















訂正箇所 p.72 の 22 行目から 24 行目まで、及び 30 行目















訂正箇所 p.73 の 26 行目から 28 行目まで












訂正箇所 p.89 の 26 行目から 28 行目まで
訂正内容 記述文に脚注 245 を付加し、脚注 245 の記述を以下のように加えます。
「ところが、1973 年に第一次オイルショックが起こり、その後の世界的な不況








訂正箇所 p.92 の 22 行目































委員会は 1998 年に国家発展計画委員会と名称変更し、さらに 2003 年に国務院体
制改革弁公室全体と国家経済貿易委員会の一部を取り込み、国家発展改革委員会
と 改 称 し た 。 科 学 技 術 振 興 機 構 ホ ー ム ペ ー ジ （ http://www.spc.
jst.go.jp/policy/science_policy/organization/org_03.html）2008 年 6 月の記事。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。




訂正箇所 p.102 脚注 278
訂正内容 記述を以下のように変更します。









訂正箇所 p.102 脚注 279
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「世界貿易機関（World Trade Organization、略称 WTO）は、関税貿易一般
協定（GATT）ウルグアイラウンドの最終合意文書に署名した世界 120 ヵ国以上








訂正箇所 p.105 脚注 284
訂正内容 記述を以下のように変更します。










訂正箇所 p.110 の 4行目から 5行目まで 13行目から 14行目まで 22行目から 23行目ま
で





















訂正箇所 p.111 9 行目から 11 行目まで、 24 行目から 26 行目まで













『アジア経済』アジア経済研究所、第 44 巻第 5・6 号、2003 年、pp.285-292 を
参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。




訂正箇所 p.120 21 行目から 22 行目まで





（http://www.jama.or.jp/lib/jamagazine/200406/ 08.html）2004 年 6 月の記事
を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。




訂正箇所 p.120 脚注 318
訂正内容 記述を以下のように変更します。




（http://www.hitachihyoron.com/jp/pdf/ 1983/07/1983_07_13.pdf）1983 年 8
月 1 日の記事を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。




訂正箇所 p.121 14 行目から 15 行目まで 23 行目から 24 行目まで


















訂正箇所 p.122 表 24 の出典
訂正内容 記述を以下のように変更します。
「日本自動車工業会ホームページ
（http://www.jama.or.jp/lib/jamagazine/200406/08.html）2004 年 6 月の記事よ
り部分引用。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。




訂正箇所 p.123 9 行目から 11 行目まで 15 行目から 16 行目まで










=business_0317_002.shtml）2004 年 3 月 17 日の記事を参照されたい。」
脚注 337
「詳しくは同上と日本自動車工業会ホームページ
（http://www.jama.or.jp/lib/jamagazine/ 200406/08.html）2004 年 6 月の記事
を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。




訂正箇所 p.125 16 行目から 18 行目まで















2008 年 3 月 31 日の記事を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。




訂正箇所 p.126 10 行目から 11 行目まで





（https://www.jetro.go.jp/world/asia/ cn/law/pdf/trade_019.pdf）2005 年 4 月 1
日の記事を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。




訂正箇所 p.127 5 行目から 6行目まで




（https://www.jetro.go.jp/world/asia/ cn/law/pdf/trade_019.pdf）2005 年 4 月 1
日の記事を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。




訂正箇所 p.133 1 行目
訂正内容 記述文に脚注 361 を付加し、脚注 361 の記述を以下のように加えます。





年 6 月 26 日発表の記事を参照されたい。」
訂正理由 引用を追加する必要があったため。




訂正箇所 p.134 3 行目から 4行目まで 13 行目から 15 行目まで
















訂 正 を 認
めた理由
引用文献、参考文献の修正や加筆にかかわることであり、論文の論旨や内容に抵
触しない軽度の訂正であると判断し、訂正を確認した。
